シゼン　サイガイ　ニ　タイスル　チホウ　トシ　ザイジュウ　コウレイシャ　ノ　ボウサイ　イシキ by 北川, 慶子 et al.
? ?? ?? ー ??????
? ? ????????
? ????
?
?
?
?
? 、
?
??
??
? ??
?
?
207 
自然災害に対する地方都市在住高齢者の防災意識
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自然、災害に対する高齢者の防災意識を調べるために，佐賀県小城市(人口4.6万人，高齢化率20.9%)
に居住する65歳以上の自立生活者を対象に 防災に関するアンケート調査を実施した。開市在住の高
齢者は，風害や浸水被害への関心が高く，普段から気象情報や市役所等からの災害情報を気にかける
習慣があることが判明した。岡市は風害や浸水被害の多発地で、あり，多くの高齢者が被災経験を持つ
ことから，過去の被災体験が風水害への強い危機意識に繋がったと考えられる。また，人口動態と土
砂、災害危険館所の位置関係の分析結果から 同市北部の中山間地域一帯には 土砂災害による孤立リ
スクを抱える高齢化集落者が多数存在することが確認されたものの，風水害の場合とは逆に，土砂災
害への高齢者の危機意識は低かった。そのため，その地域環境に即した防災対策の拡充ならびに住民
の防災意識の啓発が必要で、あると考えられた。
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Iー はじめに
自然災害が多発する我が閣では，戦後，防災対策の一環として社会基盤が急速に整備され，その紡災技
術は世界最高水準にいたった。ところが，人口の高齢化に伴って，近年，風水害や豪雪などによって高齢
者が被災するケースが増加しつつある(内閣府.2007)。農林水産省は 防災・減災対策を着実に推進する
ために「経済財政改革の基本方針2007J(平成19年6月)の中で，自治体にハザードマップの作成ならびに
住民への災害情報の提供を誰奨している。しかし，現在の地震前災マップの整備率が5.5%.津波ハザード
マップが12.8%であり，未だに器調な水準にある(農林水産省.2007)。内閣府中央訪災会議は，平成20年
度の防災対策の重点課題として，高齢者や要介護者などの災害時要援護者の支援体制の整備のため，ハザー
ドマップの拡充とともに，正確な防災知識の普及や防災教育の推進を図る必要性を示している。
本研究では，平成19年度から佐賀大学で開始した地域安全総合研究において 地方小都市における地域
高齢者および介護保険施設の防災に関するアンケート認査を実施した。これを基に，高齢者が警戒すべき
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広域・箇所，避難すべき区域，避難準備情報等の発令の判断基準を明確にするための災害リスク分析を平
成20年度から着手した。本論では，自然災害に対する高齢者の防災意識とその居住環境を検証し地域高
齢者の防災意識の覚醒および地域行政機関の防災施策に資するための方途を探る。
I.研究方法
1.調査対象地の地勢
本研究では，佐賀県小城市を調査対象地とした。有明海を震源地とする1966年の地震(抗5.5)を除けば，
佐賀県で{土地震の発生頻度および被害規模が極めて小さい一方で，県内を流れる松浦)1.嘉瀬)1，六角)1 
などの氾濫による洪水が過去に多発している。佐賀県の総人口は，約86万人である。人口に占める65歳以
上人口の割合，すなわち高齢化率は22.1% (2004年)であり， 1可県の高齢化は全自王子均を 4年先行してい
る。
小城市は，佐賀県の中央部，そして佐賀平野の西端に位置する地方都市であり，その面讃は県全体の
3.93% (95. 85knl)に相当する。同市の北部には中山間地域，中南部には低平地・平地が広がる。南岸の有
明海沿岸地域一帯には日本最大部穫の干潟が広がり，また天山山系を水源とする嘉瀬)1.抵顕)1，B毒気)1，
牛津)11などが市内および市東部を流れる。
昭和28年6月には，梅雨前線に伴う大雨が九州，四国，中国地方を襲い， 1，013人の死者・行方不明者が
出た。小城市でも，北部山間部で、計700mmを超える降雨があり，嘉瀬)11堤防の決壊により鉱平地・平均のほ
ぼ全域が水没した。また，近年では， 2004年の台風18号， 2006年の台風13号(激甚災害に指定)がそれぞ、
れ関市を直撃し多大な被害をもたらした。
2.調査方法
災害時に自立歩行による避難が可能な65歳以上の住民の防災意識に関する諦査を，本研究グループと小
城市地域福祉課の共向調査として実施した。向調査は，住環境，家族形態，防災意識，過去の被災履控，
個人および地域単位の災害対策の実施状況などに関する43項目の費問からなるアンケート調査であり，
成19年11月の岡市の民生委員の定例会にて 各地誌の民生委員に依頼して行ったものである。なお，アン
ケート用紙の屈収率は97%(443件)であった。また，アンケート調査と併せて，開市内の人口密度，高齢
化率，土砂災害危険笛所を調査し，時空間データの説覚化・分析のためのツールである地理情報システム
(GIS)を利用して，三者の分布図を作関した。
軍.結果と考察
1 .高齢者の住環境
小城市の人口は約4万6千人(約14，600世帯)であり， 2005年以来の人口減少傾向のなかで，佐賀市へ
の通勤者のベッドタウンとして人口が増加傾向にある数少ない地域である。そのため，高齢化率は，佐賀
県の高齢化率 (22.6%)を下回る20.9%である(閤 1)。調査対象の高齢者の居住地の地形タイプは81.5%
が王子地， 6.3%が低平地であり，大半が標高の笹い地域に居住していると分かる(表1)。また，農村地域
の居住者の離合が62.3%と最も高い(表2)018.7%が単身世帝であり(表3)，要介護者のいる世帯は
15.6% (表は省略)であった。
高齢者が居住する家患の69.5%は木造2措建て以上， 23.3%が木造平屋であり，両者を併せた92.8%の
高齢者が木造家屋に居住していることが分かる(表4)。築年数が31年以上の家屋の合計は41.2%にのぼ
ることから(表5)，木造家屋の老朽化が伺われる。
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国 1 佐駕県内の市町村の人口総数および65歳以上人口。データはe-stat(統計センター， http://www.e-
stat.go.jp/SG 1/ estatl eStatTopPortal.do)から抜粋した2005年の数値。また，市町村の区分は，
数錨情報(国土交通省， 2007年4丹1B発行)に準拠した。
表 1 居住地の地形タイプ
地形タイプ n (人) (%) 
山部地 46 10.4 
主出 361 8l.5 
{民平地 28 6.3 
無問答 8 l.8 
言十 443 100.0 
表3 世帯構成人員数
人数 n (人) (%) 
1 人 83 18.7 
2 入 129 29.1 
3 人 83 18.7 
4 人 48 10.8 
5人以上 94 2l.2 
無回答 6 1.4 
計 443 100.0 
表2 自宅所在地の地域タイプ
地域タイプ n (入) (%) 
市街地 121 27.3 
農村地域 276 62.3 
漁村地域 4 0.9 
山間地域 33 7.4 
無閤答 9 2.0 
言十 443 100.0 
表4 家謹の影態
形態 n (人)
木造平鹿 103 
木造2階建以上 308 
鉄骨平屋 1 
鉄骨2階建以上 22 
鉄筋コンクリート 。
鉄筋コンクリー ト2賠建以上 3 
無闇答 6 
言十 443 
(%) 
23.3 
69.5 
0.2 
5.0 
0.0 
0.7 
l.4 
100.0 
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表5 家屋の築年数
年数 n (入)
10年以下 58 
11年~20年 94 
21年~30年 96 
31年~40年 84 
壮年~50年 45 
51年~60年 19 
61年以上 34 
無関答 13 
443 
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(%) 
13.1 
21.2 
21. 7 
19.0 
10.2 
4.3 
7.7 
2.9 
100.0 
I. 1節で， 2004年および2006年に台風が小城市を直撃したことを述べたが，今聞の調査から，小城市
在住の高齢者の60%が2004年の台風，また41.4%が2006年の台風で、それぞれ被害を被ったと閤答している
(表6)。土砂災害や高波・津波を気にしていると問答した高齢者は，それぞれ26.2%，19.6%と少なかっ
たものの，浸水被害や風害については，それぞれ50.6%，89.4%と高かった(表は省略)。また， 83.3%の
高齢者が気象情報を「気にしている」または「かなり気にしている」と閤答したこと(表7)，ラジオや市
役所からの災害'情報への関心が高いこと(データは省略)などから，高齢者は水害や風害に対して，強い
危機意識を持っていると考えられる。同市は古くから度々水害にみまわれてきた地域であることから，過
去の被災体験が，こうした風水害への強い危機意識に反映されたと考えられる。
本調査は，小城市全域の高齢者を対象に行ったものであることから，以上の結巣は，同市在住の高齢者
の防災意識の態様を反映しているものと考えられる。
表6 2004年・ 20061容に発生した台風の被害の有無 表ア 気象情報への注意状況
2004年 2006年 回答 n (人) (%) 
回答の内訳 1 (人) (%) n (人) (%) 気にしていない 14 3.2 
有 266 60.0 182 41.1 やや気にしている 57 12.9 
主正 160 36.1 246 55.5 にしている 178 40.2 
無回答 17 3.8 15 3.4 かなり気にしている 191 43.1 
443 100.0 443 100.0 
無回答 3 0.7 
言十 443 100.0 
3.高齢化集落の土砂災害リスク
特別な支援を必要とする災害時要援護者にとって，適切な防災体制を構築することは，生命維持および
生活確保に関わる重大な諜題である(我j早 2006)。小城市では自主避難の要援護者名簿登録を実施し，災
害への日々の備えを地域住民に促しているが，災害時に真に必要となる嫡えの種類や避難行動計画は，
住地域環境によって大きく異なると推察される。
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城市内の4町(小城町，三日月町牛津町，芦刈町)の人口は，北西部に位寵する小城町が最大である
が(関2(a))，人口密度の分布には場所による大きなばらつきがみられる(歯2(b))。特に，三日月町や牛
津町の市街地に人口が密集しているものの 小城町北部および南部の中山陣地域には，人口密度の低い過
疎地区が認められる(図2)。小城市の高齢化率は20.9%であり，現行の市町村区分に基づいた数値からは，
しい高齢化の様相は見られない(臨 1)。しかし 4町の高齢化率を比較すると，最大で8.6%の差異が
見られた(菌3(a)。さらに，開市内の高齢化率の分布から，小城町南部および北東部，そして三日月町の
西部に，高齢化率が30%を超える地区の存在が確認できる(図3(b))。
ここで¥本調査では，小城市在住の高齢者の78.8%が，居住地域に危険な館所があると感じると回答し
ている(表は省略)。同市では土砂災害を気にしている高齢者の割合は，他の災害の場合と比較して少な
かったが，内閣府の集計(内閣府， 2005)によれば，小城町の中山開地域には土砂災害に伴う道路交通網
の寸断によって孤立するリスクを抱える農業集落が， 14笛所確認されている。また，そうした集落の分布
地鼠の一部は，高齢化率が高い地域と重なっている(図3(b))。よって，こうした地域は，高齢化と孤立と
いった二重のリスクを拾える地域とみなすことができ 孤立によるライフラインの途絶が高齢者の生活と
生命に多大な影響を及ぼすことが危慎される。前節では，土砂災害に対する高齢者の危機意識が抵いこと
を述べたが，孤立リスクを抱える高齢化集落については，高齢者の孤立を想定した妨災計画の整備が急務
である。
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(b)人口密度の分布
関2 小城市4町の人口および市内各地の人口密度の分布図。人口および、人口密度は， r地図Info(日本地
図センター ， http://info.jmc.or必/index.html)Jより抜粋して詩集計した2006年の数値を掲載。
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図3 小城市4町の65歳以上人2比(高齢化率)の分布。図に与えたデータは， ["地図Info(日本地図セン
ター， http://info.jmc.or.jp/index.html) Jより抜粋して再集計した2006年の数値である。また，土砂
災害に伴う道路寸断によって孤立する可能性のある地域(内閣府， 2005)を，間中に破線で示した。
ん避難所としての介護保険路設の役部
要介護高齢者，障害者，妊産婦なとと災害時に特31]なニーズを持つ人々は，一般の避難所での共陪生活が
国難であることが多い。そのため，生活施設である介護保険施設は，地域に居住する災害時要援護者の災
害避難所としての役割が期待されている。これまで，佐賀県は大規模な自然災害に襲われなかったという
震史的経緯から，地域住民の潤には f佐賀諜は安全な地域であるJという意識が根強い。さらに，日常生
活の支援を要する高齢者が居住している介護保験施設は安全であり，また避難所として最適であるとの地
域共通の認識がある。実際 自治体は 介護保倹施設等を福祉避難所としての指定を進めている。現状で
は全市町に福祉避難所が指定されてはいないが，県下のいずれの介護保検施設も地域の避難者を讃極的に
受け入れる用意があると回答しているはと)11， 2008)。多くの介護保検施設は，長期間の避難者の受け入れ
には国難があるものの，一時避難所としての地域社会の要請に定、えることには前向きである。
佐賀県の92簡所の介護保設施設のうち，小城市には3施設，隣接市に 1施設がある(関4)。その施設の
いずれも平地に位置していることから，同市の中I問地における土砂災害時には，避難者の受け入れ施設
として，一般施設にはない特殊な機能が期待される。ただし王子地や低平地に立地している施設は，洪水
時に利用できないことも予測されるため，災害の種類に応じて避難所の安全性を適切に評価することが必
要である。また，避難者が多数の場合には，介護保険施設の代替避難所として 一般避難所の利用を考え
なければならない(小山， 1991)ということもある。したがって，福祉避難所のような高機能は有してい
ない学校や公民館などの一般避難所も十分にこのようなことを想定しておかなければならないであろう。
さらに，特別なニーズを必要とする高齢者等への対応としての2次的避難所(県や市町と協定締結して避
難所とすることができるゴルフ場関係施設，公営留民，宿舎等，青少年施設など)，多様な被災者のニーズに
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対応した避難所の整備の検討が必要で、ある。
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国4 佐賀県内の介護保険施設の分布。小城市内の4町の霞分は，2007年4月1日発行の国土数鑑情報(国
土交通省， http://nlftp.mlit.go.jp/ksj/)の行政区分に準じた。
N. おわりに
本研究では，佐賀県小城市在住の高齢者を対象に，住環境，家族形態，坊災意識，被災履歴，鋼人およ
び地域単位の災害対策の実施状況などに関する43項目のアンケート調査を行った。その結果，関市在住の
高齢者は，土砂崩れや高波・津波への危機意識は患いものの，風害や浸水被害に対する意識は高く，普段
から気象情報や市役所等からの災害情報を気にかける習慣があることが明らかになった。岡市は，古くか
ら嵐水害によって被災した地域であることから，風水害への高い危機意識は，過去の被災経験に起因する
ものと考えられた。
一方，アンケート調査と許せて，同市内各地誌の高齢化率と土砂災害危験箇所の位置を間一地図上で比
較したところ，間市北部の中山間地域には土砂災害による孤立リスクを抱える高齢化集落者が多数認めら
れた。アンケート謂査より，高齢者の土砂災害への危機意識が低識な水準にあることが判明したことから，
こうした高齢化地域では，孤立に対する十分な備えとともに自主防災組織の強化を国ることが急がれる。
以上の結果は，地域高齢者の!坊災意識を探るためのパイロット調査である。よって，今後は地勢，道路
交通体系，情報通信インフラ，生活・医療物資や妨災資機材の備蓄状況，自ヨ三防災組識の運営状況などを
地域単位で調査することにより，各地域が拾える屈有事情を勘案した実効性の高い防災体制講築のための
方途を探ることが必要であろう。
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